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○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年

７月１日法律第 113 号）（抄） 

（性別を理由とする差別の禁止） 

第五条 事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な

機会を与えなければならない。 

 

第六条 事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別を理由として、差別的取

扱いをしてはならない。 

一 労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、昇進、降格及び教育訓

練 

二 住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措置であつて厚生労働省令

で定めるもの 

三 労働者の職種及び雇用形態の変更 

四 退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新 

 

（性別以外の事由を要件とする措置） 

第七条 事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であつて

労働者の性別以外の事由を要件とするもののうち、措置の要件を満たす男性及び女

性の比率その他の事情を勘案して実質的に性別を理由とする差別となるおそれが

ある措置として厚生労働省令で定めるものについては、当該措置の対象となる業務

の性質に照らして当該措置の実施が当該業務の遂行上特に必要である場合、事業の

運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他の

合理的な理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。 
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○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律施行規則（昭

和 61 年１月 27 日労働省令第２号）（抄） 

（福利厚生）  

第一条 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 （以

下「法」という。）第六条第二号 の厚生労働省令で定める福利厚生の措置は、次の

とおりとする。  

一 生活資金、教育資金その他労働者の福祉の増進のために行われる資金の貸付け  

二 労働者の福祉の増進のために定期的に行われる金銭の給付  

三 労働者の資産形成のために行われる金銭の給付  

四 住宅の貸与  

 

（実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置）  

第二条 法第七条の厚生労働省令で定める措置は、次のとおりとする。  

一 労働者の募集又は採用に関する措置であつて、労働者の身長、体重又は体力に

関する事由を要件とするもの  

二 労働者の募集又は採用に関する措置（事業主が、その雇用する労働者について、

労働者の職種、資格等に基づき複数のコースを設定し、コースごとに異なる雇

用管理を行う場合において、当該複数のコースのうち当該事業主の事業の運営

の基幹となる事項に関する企画立案、営業、研究開発等を行う労働者が属する

コースについて行うものに限る。）であつて、労働者の住居の移転を伴う配置転

換に応じることができることを要件とするもの  

三 労働者の昇進に関する措置であつて、労働者が勤務する事業場と異なる事業場

に配置転換された経験があることを要件とするもの  
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○労働者に対する性別を理由とする差別の禁止等に関する規定に定める事項に関し、

事業主が適切に対処するための指針(平成 18 年 10 月 11 日厚生労働省告示第 614

号)(抄) 

 

第１ はじめに 

この指針は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する

法律(以下「法」という。)第10条第１項の規定に基づき、法第５条から第７条まで

及び第９条第１項から第３項までの規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処

することができるよう、これらの規定により禁止される措置として具体的に明らか

にする必要があると認められるものについて定めたものである。 

 

第２ 直接差別 

１ 雇用管理区分 

第２において、「雇用管理区分」とは、職種、資格、雇用形態、就業形態等の区

分その他の労働者についての区分であって、当該区分に属している労働者について

他の区分に属している労働者と異なる雇用管理を行うことを予定して設定してい

るものをいう。雇用管理区分が同一か否かについては、当該区分に属する労働者の

従事する職務の内容、転勤を含めた人事異動の幅や頻度等について、同一区分に属

さない労働者との間に、客観的・合理的な違いが存在しているか否かにより判断さ

れるものであり、その判断に当たっては、単なる形式ではなく、企業の雇用管理の

実態に即して行う必要がある。 

例えば、採用に際しては異なる職種として採用していても、入社後は、同一企業

内の労働者全体について、営業や事務など様々な職務を経験させたり同一の基準で

人事異動を行うなど特に取扱いを区別することなく配置等を行っているような場

合には、企業全体で一つの雇用管理区分と判断することとなる。 

 

２ 募集及び採用（法第５条関係） 

(1) 法第５条の「募集」とは、労働者を雇用しようとする者が、自ら又は他人に

委託して、労働者となろうとする者に対し、その被用者となることを勧誘する

ことをいう。 

なお、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等

に関する法律（昭和60年法律第88号）第２条第１号に規定する労働者派遣のう

ち、いわゆる登録型派遣を行う事業主（同法第５条第１項の許可を受けた者を

いう。）が、派遣労働者になろうとする者に対し登録を呼びかける行為及びこ

れに応じた者を労働契約の締結に至るまでの過程で登録させる行為は、募集に

該当する。 

法第５条の「採用」とは、労働契約を締結することをいい、応募の受付、採用

のための選考等募集を除く労働契約の締結に至る一連の手続を含む。 

(2) 募集及び採用に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措置

を講ずることは、法第５条により禁止されるものである。ただし、14の(1)のポ

ジティブ・アクションを講ずる場合については、この限りではない。 

イ 募集又は採用に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること。 

（排除していると認められる例) 

① 一定の職種（いわゆる「総合職」、「一般職」等を含む。）や一定の雇
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用形態（いわゆる「正社員」、「パートタイム労働者」等を含む。）につ

いて、募集又は採用の対象を男女のいずれかのみとすること。 

② 募集又は採用に当たって、男女のいずれかを表す職種の名称を用い(対象

を男女のいずれかのみとしないことが明らかである場合を除く。)、又は「男

性歓迎」、「女性向きの職種」等の表示を行うこと。 

③ 男女をともに募集の対象としているにもかかわらず、応募の受付や採用

の対象を男女のいずれかのみとすること。 

④ 派遣元事業主が、一定の職種について派遣労働者になろうとする者を登

録させるに当たって、その対象を男女のいずれかのみとすること。 

ロ 募集又は採用に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

募集又は採用に当たって、女性についてのみ、未婚者であること、子を有し

ていないこと、自宅から通勤すること等を条件とし、又はこれらの条件を満

たす者を優先すること。 

ハ 採用選考において、能力及び資質の有無等を判断する場合に、その方法や

基準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 募集又は採用に当たって実施する筆記試験や面接試験の合格基準を男女

で異なるものとすること。 

② 男女で異なる採用試験を実施すること。 

③ 男女のいずれかについてのみ、採用試験を実施すること。 

④ 採用面接に際して、結婚の予定の有無、子供が生まれた場合の継続就労

の希望の有無等一定の事項について女性に対してのみ質問すること。 

ニ 募集又は採用に当たって男女のいずれかを優先すること。 

（男女のいずれかを優先していると認められる例） 

① 採用選考に当たって、採用の基準を満たす者の中から男女のいずれかを

優先して採用すること。 

② 男女別の採用予定人数を設定し、これを明示して、募集すること。又は、

設定した人数に従って採用すること。 

③ 男女のいずれかについて採用する最低の人数を設定して募集すること。 

④ 男性の選考を終了した後で女性を選考すること。 

ホ 求人の内容の説明等募集又は採用に係る情報の提供について、男女で異な

る取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 会社の概要等に関する資料を送付する対象を男女のいずれかのみとし、

又は資料の内容、送付時期等を男女で異なるものとすること。 

② 求人の内容等に関する説明会を実施するに当たって、その対象を男女の

いずれかのみとし、又は説明会を実施する時期を男女で異なるものとする

こと。 

 

３ 配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）（法第６条第１号関係） 

(1) 法第６条第１号の「配置」とは、労働者を一定の職務に就けること又は就い

ている状態をいい、従事すべき職務における業務の内容及び就業の場所を主要

な要素とするものである。 
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なお、配置には、業務の配分及び権限の付与が含まれる。また、派遣元事業主

が、労働者派遣契約に基づき、その雇用する派遣労働者に係る労働者派遣をする

ことも、配置に該当する。 

法第６条第１号の「業務の配分」とは、特定の労働者に対し、ある部門、ライ

ンなどが所掌している複数の業務のうち一定の業務を割り当てることをいい、日

常的な業務指示は含まれない。 

また、法第６条第１号の「権限の付与」とは、労働者に対し、一定の業務を遂

行するに当たって必要な権限を委任することをいう。 

(2) 配置に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措置を講ずる

ことは、法第６条第１号により禁止されるものである。ただし、14の(1)のポジ

ティブ・アクションを講ずる場合については、この限りではない。 

イ 一定の職務への配置に当たって、その対象から男女のいずれかを排除する

こと。 

（排除していると認められる例） 

① 営業の職務、秘書の職務、企画立案業務を内容とする職務、定型的な事

務処理業務を内容とする職務、海外で勤務する職務等一定の職務への配置

に当たって、その対象を男女のいずれかのみとすること。 

② 時間外労働や深夜業の多い職務への配置に当たって、その対象を男性労

働者のみとすること。 

③ 派遣元事業主が、一定の労働者派遣契約に基づく労働者派遣について、

その対象を男女のいずれかのみとすること。 

④ 一定の職務への配置の資格についての試験について、その受験資格を男

女のいずれかに対してのみ与えること。 

ロ 一定の職務への配置に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 女性労働者についてのみ、婚姻したこと、一定の年齢に達したこと又は

子を有していることを理由として、企画立案業務を内容とする職務への配

置の対象から排除すること。 

② 男性労働者については、一定数の支店の勤務を経た場合に本社の経営企

画部門に配置するが、女性労働者については、当該一定数を上回る数の支

店の勤務を経なければ配置しないこと。 

③ 一定の職務への配置に当たって、女性労働者についてのみ、一定の国家

資格の取得や研修の実績を条件とすること。 

④ 営業部門について、男性労働者については全員配置の対象とするが、女

性労働者については希望者のみを配置の対象とすること。 

ハ 一定の職務への配置に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場合に、

その方法や基準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 一定の職務への配置に当たり、人事考課を考慮する場合において、男性

労働者は平均的な評価がなされている場合にはその対象とするが、女性労

働者は特に優秀という評価がなされている場合にのみその対象とすること。 

② 一定の職務への配置の資格についての試験の合格基準を、男女で異なる

ものとすること。 

③ 一定の職務への配置の資格についての試験の受験を男女のいずれかに対
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してのみ奨励すること。 

ニ 一定の職務への配置に当たって、男女のいずれかを優先すること。 

（優先していると認められる例） 

営業部門への配置の基準を満たす労働者が複数いる場合に、男性労働者を

優先して配置すること。 

ホ 配置における業務の配分に当たって、男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例) 

① 営業部門において、男性労働者には外勤業務に従事させるが、女性労働

者については当該業務から排除し、内勤業務のみに従事させること。 

② 男性労働者には通常の業務のみに従事させるが、女性労働者については

通常の業務に加え、会議の庶務、お茶くみ、そうじ当番等の雑務を行わせ

ること。 

へ 配置における権限の付与に当たって、男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例) 

① 男性労働者には一定金額まで自己の責任で買い付けできる権限を与える

が、女性労働者には当該金額よりも低い金額までの権限しか与えないこと。 

② 営業部門において、男性労働者には新規に顧客の開拓や商品の提案をす

る権限を与えるが、女性労働者にはこれらの権限を与えず、既存の顧客や

商品の販売をする権限しか与えないこと。 

ト 配置転換に当たって、男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 経営の合理化に際し、女性労働者についてのみ出向の対象とすること。 

② 一定の年齢以上の女性労働者のみを出向の対象とすること。 

③ 女性労働者についてのみ、婚姻又は子を有していることを理由として、

通勤が不便な事業場に配置転換すること。 

④ 工場を閉鎖する場合において、男性労働者については近隣の工場に配置

するが、女性労働者については通勤が不便な遠隔地の工場に配置すること。 

⑤ 男性労働者については、複数の部門に配置するが、女性労働者について

は当初に配置した部門から他部門に配置転換しないこと。 

 

４ 昇進（法第６条第１号関係） 

(1) 法第６条第１号の「昇進」とは、企業内での労働者の位置付けについて下位

の職階から上位の職階への移動を行うことをいう。昇進には、職制上の地位の

上方移動を伴わないいわゆる「昇格」も含まれる。 

(2) 昇進に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措置を講ずる

ことは、法第６条第１号により禁止されるものである。ただし、14の(1)のポ

ジティブ・アクションを講ずる場合については、この限りではない。 

イ 一定の役職への昇進に当たって、その対象から男女のいずれかを排除する

こと。 

（排除していると認められる例） 

① 女性労働者についてのみ、役職への昇進の機会を与えない、又は一定の

役職までしか昇進できないものとすること。 

② 一定の役職に昇進するための試験について、その受験資格を男女のいず

れかに対してのみ与えること。 
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ロ 一定の役職への昇進に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 女性労働者についてのみ、婚姻したこと、一定の年齢に達したこと又は

子を有していることを理由として、昇格できない、又は一定の役職までし

か昇進できないものとすること。 

② 課長への昇進に当たり、女性労働者については課長補佐を経ることを要

するものとする一方、男性労働者については課長補佐を経ることなく課長

に昇進できるものとすること。 

③ 男性労働者については出勤率が一定の率以上である場合又は一定の勤続

年数を経た場合に昇格させるが、女性労働者についてはこれらを超える出

勤率又は勤続年数がなければ昇格できないものとすること。 

④ 一定の役職に昇進するための試験について、女性労働者についてのみ上

司の推薦を受けることを受験の条件とすること。 

ハ 一定の役職への昇進に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場合に、

その方法や基準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 課長に昇進するための試験の合格基準を、男女で異なるものとすること。 

② 男性労働者については人事考課において平均的な評価がなされている場

合には昇進させるが、女性労働者については特に優秀という評価がなされ

ている場合にのみその対象とすること。 

③ ＡからＥまでの５段階の人事考課制度を設けている場合において、男性

労働者については最低の評価であってもＣランクとする一方、女性労働者

については最高の評価であってもＣランクとする運用を行うこと。 

④ 一定年齢に達した男性労働者については全員役職に昇進できるように人

事考課を行うものとするが、女性労働者についてはそのような取扱いをし

ないこと。 

⑤ 一定の役職に昇進するための試験について、男女のいずれかについての

みその一部を免除すること。 

⑥ 一定の役職に昇進するための試験の受験を男女のいずれかに対してのみ

奨励すること。 

ニ 一定の役職への昇進に当たり男女のいずれかを優先すること。 

（優先していると認められる例） 

一定の役職への昇進基準を満たす労働者が複数いる場合に、男性労働者

を優先して昇進させること。 

 

５ 降格（法第６条第１号関係） 

(1) 法第６条第１号の「降格」とは、企業内での労働者の位置付けについて上位

の職階から下位の職階への移動を行うことをいい、昇進の反対の措置である場

合と、昇格の反対の措置である場合の双方が含まれる。 

(2) 降格に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措置を講ずる

ことは、法第６条第１号により禁止されるものである。 

イ 降格に当たって、その対象を男女のいずれかのみとすること。 

（男女のいずれかのみとしていると認められる例） 

一定の役職を廃止するに際して、当該役職に就いていた男性労働者につい



8 
 

ては同格の役職に配置転換をするが、女性労働者については降格させること。 

ロ 降格に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

女性労働者についてのみ、婚姻又は子を有していることを理由として、降

格の対象とすること。 

ハ 降格に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場合に、その方法や基

準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 営業成績が悪い者について降格の対象とする旨の方針を定めている場合

に、男性労働者については営業成績が最低の者のみを降格の対象とするが、

女性労働者については営業成績が平均以下の者は降格の対象とすること。 

② 一定の役職を廃止するに際して、降格の対象となる労働者を選定するに

当たり、人事考課を考慮する場合に、男性労働者については最低の評価が

なされている者のみ降格の対象とするが、女性労働者については特に優秀

という評価がなされている者以外は降格の対象とすること。 

ニ 降格に当たって、男女のいずれかを優先すること。 

（優先していると認められる例） 

一定の役職を廃止するに際して、降格の対象となる労働者を選定するに当

たって、男性労働者よりも優先して、女性労働者を降格の対象とすること。 

 

６ 教育訓練（法第６条第１号関係） 

(1) 法第６条第１号の「教育訓練」とは、事業主が、その雇用する労働者に対し

て、その労働者の業務の遂行の過程外（いわゆる「オフ・ザ・ジョブ・トレー

ニング」）において又は当該業務の遂行の過程内（いわゆる「オン・ザ・ジョ

ブ・トレーニング」）において、現在及び将来の業務の遂行に必要な能力を付

与するために行うものをいう。 

(2) 教育訓練に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措置を講

ずることは、法第６条第１号により禁止されるものである。ただし、14の(1)の

ポジティブ・アクションを講ずる場合については、この限りではない。 

イ 教育訓練に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること。 

（排除していると認められる例） 

① 一定の職務に従事する者を対象とする教育訓練を行うに当たって、その

対象を男女のいずれかのみとすること。 

② 工場実習や海外留学による研修を行うに当たって、その対象を男性労働

者のみとすること。 

③ 接遇訓練を行うに当たって、その対象を女性労働者のみとすること。 

ロ 教育訓練を行うに当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 女性労働者についてのみ、婚姻したこと、一定の年齢に達したこと又は

子を有していることを理由として、将来従事する可能性のある職務に必要

な知識を身につけるための教育訓練の対象から排除すること。 

② 教育訓練の対象者について、男女で異なる勤続年数を条件とすること。 

③ 女性労働者についてのみ、上司の推薦がなければ教育訓練の対象としな

いこと。 
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④ 男性労働者については全員を教育訓練の対象とするが、女性労働者につ

いては希望者のみを対象とすること。 

ハ 教育訓練の内容について、男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

教育訓練の期間や課程を男女で異なるものとすること。 

 

７ 福利厚生（法第６条第２号・均等則第１条各号関係） 

(1) (2)において、「福利厚生の措置」とは、法第６条第２号の規定及び雇用の分

野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律施行規則（昭和61

年労働省令第２号。以下「均等則」という。）第１条各号に掲げる以下のもの

をいう。 

（法第６条第２号及び均等則第１条各号に掲げる措置） 

イ 住宅資金の貸付け（法第６条第２号） 

ロ 生活資金、教育資金その他労働者の福祉の増進のために行われる資金の貸

付け（均等則第１条第１号） 

ハ 労働者の福祉の増進のために定期的に行われる金銭の給付（均等則第１条

第２号） 

ニ 労働者の資産形成のために行われる金銭の給付（均等則第１条第３号） 

ホ 住宅の貸与（均等則第１条第４号） 

(2) 福利厚生の措置に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措

置を講ずることは、法第６条第２号により禁止されるものである。 

イ 福利厚生の措置の実施に当たって、その対象から男女のいずれかを排除す

ること。 

（排除していると認められる例） 

男性労働者についてのみ、社宅を貸与すること。 

ロ 福利厚生の措置の実施に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 女性労働者についてのみ、婚姻を理由として、社宅の貸与の対象から排

除すること。 

② 住宅資金の貸付けに当たって、女性労働者に対してのみ、配偶者の所得

額に関する資料の提出を求めること。 

③ 社宅の貸与に当たり、世帯主であることを条件とする場合において、男

性労働者については本人の申請のみで貸与するが、女性労働者に対しては

本人の申請に加え、住民票の提出を求め、又は配偶者に一定以上の所得が

ないことを条件とすること。 

 

８ 職種の変更（法第６条第３号関係） 

(1) 法第６条第３号の「職種」とは、職務や職責の類似性に着目して分類される

ものであり、「営業職」・「技術職」の別や、「総合職」・「一般職」の別な

どがある。 

(2) 職種の変更に関し、一の雇用管理区分（職種の変更によって雇用管理区分が

異なることとなる場合には、変更前の一の雇用管理区分をいう。）において、

例えば、次に掲げる措置を講ずることは、法第６条第３号により禁止されるも

のである。ただし、14の(1)のポジティブ・アクションを講ずる場合については、
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この限りではない。 

イ 職種の変更に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること。 

（排除していると認められる例） 

① 「一般職」から「総合職」への職種の変更について、その対象を男女のい

ずれかのみとすること。 

② 「総合職」から「一般職」への職種の変更について、制度上は男女双方

を対象としているが、男性労働者については職種の変更を認めない運用を

行うこと。 

③ 「一般職」から「総合職」への職種の変更のための試験について、その

受験資格を男女のいずれかに対してのみ与えること。 

④ 「一般職」の男性労働者については、いわゆる「準総合職」及び「総合

職」への職種の変更の対象とするが、「一般職」の女性労働者については、

「準総合職」のみを職種の変更の対象とすること。 

ロ 職種の変更に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 女性労働者についてのみ、子を有していることを理由として、「一般職」

から「総合職」への職種の変更の対象から排除すること。 

② 「一般職」から「総合職」への職種の変更について、男女で異なる勤続

年数を条件とすること。 

③ 「一般職」から「総合職」への職種の変更について、男女のいずれかに

ついてのみ、一定の国家資格の取得、研修の実績又は一定の試験に合格す

ることを条件とすること。 

④ 「一般職」から「総合職」への職種の変更のための試験について、女性

労働者についてのみ上司の推薦を受けることを受験の条件とすること。 

ハ 一定の職種への変更に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場合に、

その方法や基準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 「一般職」から「総合職」への職種の変更のための試験の合格基準を男

女で異なるものとすること。 

② 男性労働者については人事考課において平均的な評価がなされている場

合には「一般職」から「総合職」への職種の変更の対象とするが、女性労働

者については特に優秀という評価がなされている場合にのみその対象とす

ること。 

③ 「一般職」から「総合職」への職種の変更のための試験について、その

受験を男女のいずれかに対してのみ奨励すること。 

④ 「一般職」から「総合職」への職種の変更のための試験について、男女

いずれかについてのみその一部を免除すること。 

ニ 職種の変更に当たって、男女のいずれかを優先すること。 

（優先していると認められる例） 

「一般職」から「総合職」への職種の変更の基準を満たす労働者の中から

男女のいずれかを優先して職種の変更の対象とすること。 

ホ 職種の変更について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 経営の合理化に際して、女性労働者のみを、研究職から賃金その他の労
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働条件が劣る一般事務職への職種の変更の対象とすること。 

② 女性労働者についてのみ、年齢を理由として、アナウンサー等の専門職

から事務職への職種の変更の対象とすること。 

 

９ 雇用形態の変更（法第６条第３号関係） 

(1) 法第６条第３号の「雇用形態」とは、労働契約の期間の定めの有無、所定労

働時間の長さ等により分類されるものであり、いわゆる「正社員」、「パート

タイム労働者」、「契約社員」などがある。 

(2) 雇用形態の変更に関し、一の雇用管理区分（雇用形態の変更によって雇用管

理区分が異なることとなる場合には、変更前の一の雇用管理区分をいう。）に

おいて、例えば、次に掲げる措置を講ずることは、法第６条第３号により禁止

されるものである。ただし、14の(1)のポジティブ・アクションを講ずる場合に

ついては、この限りではない。 

イ 雇用形態の変更に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること。 

（排除していると認められる例） 

① 有期契約労働者から正社員への雇用形態の変更の対象を男性労働者のみ

とすること。 

② パートタイム労働者から正社員への雇用形態の変更のための試験につい

て、その受験資格を男女のいずれかに対してのみ与えること。 

ロ 雇用形態の変更に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 女性労働者についてのみ、婚姻又は子を有していることを理由として、

有期契約労働者から正社員への雇用形態の変更の対象から排除すること。 

② 有期契約労働者から正社員への雇用形態の変更について、男女で異なる

勤続年数を条件とすること。 

③ パートタイム労働者から正社員への雇用形態の変更について、男女のい

ずれかについてのみ、一定の国家資格の取得や研修の実績を条件とするこ

と。 

④ パートタイム労働者から正社員への雇用形態の変更のための試験につい

て、女性労働者についてのみ上司の推薦を受けることを受験の条件とする

こと。 

ハ 一定の雇用形態への変更に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場

合に、その方法や基準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 有期契約労働者から正社員への雇用形態の変更のための試験の合格基準

を男女で異なるものとすること。 

② 契約社員から正社員への雇用形態の変更について、男性労働者について

は、人事考課において平均的な評価がなされている場合には変更の対象と

するが、女性労働者については、特に優秀という評価がなされている場合

にのみその対象とすること。 

③ パートタイム労働者から正社員への雇用形態の変更のための試験の受験

について、男女のいずれかに対してのみ奨励すること。 

④ 有期契約労働者から正社員への雇用形態の変更のための試験の受験につ

いて、男女のいずれかについてのみその一部を免除すること。 
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ニ 雇用形態の変更に当たって、男女のいずれかを優先すること。 

（優先していると認められる例） 

パートタイム労働者から正社員への雇用形態の変更の基準を満たす労働

者の中から、男女のいずれかを優先して雇用形態の変更の対象とすること。 

ホ 雇用形態の変更について、男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

① 経営の合理化に際して、女性労働者のみを、正社員から賃金その他の労

働条件が劣る有期契約労働者への雇用形態の変更の勧奨の対象とすること。 

② 女性労働者についてのみ、一定の年齢に達したこと、婚姻又は子を有し

ていることを理由として、正社員から賃金その他の労働条件が劣るパート

タイム労働者への雇用形態の変更の勧奨の対象とすること。 

③ 経営の合理化に当たり、正社員の一部をパート労働者とする場合におい

て、正社員である男性労働者は、正社員としてとどまるか、又はパートタ

イム労働者に雇用形態を変更するかについて選択できるものとするが、正

社員である女性労働者については、一律パートタイム労働者への雇用形態

の変更を強要すること。 

 

10 退職の勧奨（法第６条第４号関係） 

(1) 法第６条第４号の「退職の勧奨」とは、雇用する労働者に対し退職を促すこ

とをいう。 

(2) 退職の勧奨に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措置を

講ずることは、法第６条第４号により禁止されるものである。 

イ 退職の勧奨に当たって、その対象を男女のいずれかのみとすること。 

（男女のいずれかのみとしていると認められる例） 

女性労働者に対してのみ、経営の合理化のための早期退職制度の利用を働

きかけること。 

ロ 退職の勧奨に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 女性労働者に対してのみ、子を有していることを理由として、退職の勧

奨をすること。 

② 経営の合理化に際して、既婚の女性労働者に対してのみ、退職の勧奨を

すること。 

ハ 退職の勧奨に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場合に、その方

法や基準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

経営合理化に伴い退職勧奨を実施するに当たり、人事考課を考慮する場合

において、男性労働者については最低の評価がなされている者のみ退職の勧

奨の対象とするが、女性労働者については特に優秀という評価がなされてい

る者以外は退職の勧奨の対象とすること。 

ニ 退職の勧奨に当たって、男女のいずれかを優先すること。 

（優先していると認められる例） 

① 男性労働者よりも優先して、女性労働者に対して退職の勧奨をすること。 

② 退職の勧奨の対象とする年齢を女性労働者については45歳、男性労働者

については50歳とするなど男女で差を設けること。 
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11 定年（法第６条第４号関係） 

(1) 法第６条第４号の「定年」とは、労働者が一定年齢に達したことを雇用関係

の終了事由とする制度をいう。 

(2) 定年に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措置を講ずる

ことは、法第６条第４号により禁止されるものである。 

定年の定めについて、男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

定年年齢の引上げを行うに際して、厚生年金の支給開始年齢に合わせて男

女で異なる定年を定めること。 

 

12 解雇（法第６条第４号関係） 

(1) 法第６条第４号の「解雇」とは、労働契約を将来に向かって解約する事業主の

一方的な意思表示をいい、労使の合意による退職は含まない。 

(2) 解雇に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措置を講ずるこ

とは、法第６条第４号により禁止されるものである。 

イ 解雇に当たって、その対象を男女のいずれかのみとすること。 

（男女のいずれかのみとしていると認められる例） 

経営の合理化に際して、女性のみを解雇の対象とすること。 

ロ 解雇の対象を一定の条件に該当する者とする場合において、当該条件を男

女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 経営の合理化に際して、既婚の女性労働者のみを解雇の対象とすること。 

② 一定年齢以上の女性労働者のみを解雇の対象とすること。 

ハ 解雇に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場合に、その方法や基

準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

経営合理化に伴う解雇に当たり、人事考課を考慮する場合において、男性

労働者については最低の評価がなされている者のみ解雇の対象とするが、女

性労働者については特に優秀という評価がなされている者以外は解雇の対象

とすること。 

ニ 解雇に当たって、男女のいずれかを優先すること。 

（優先していると認められる例） 

解雇の基準を満たす労働者の中で、男性労働者よりも優先して女性労働者

を解雇の対象とすること。 

 

13  労働契約の更新（法第６条第４号関係） 

(1) 法第６条第４号の「労働契約の更新」とは、期間の定めのある労働契約につ

いて、期間の満了に際して、従前の契約と基本的な内容が同一である労働契約

を締結することをいう。 

(2) 労働契約の更新に関し、一の雇用管理区分において、例えば、次に掲げる措

置を講ずることは、法第６条第４号により禁止されるものである。 

イ 労働契約の更新に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること。 

（排除していると認められる例） 



14 
 

経営の合理化に際して、男性労働者のみを、労働契約の更新の対象とし、

女性労働者については、労働契約の更新をしない（いわゆる「雇止め」をす

る）こと。 

ロ 労働契約の更新に当たっての条件を男女で異なるものとすること。 

（異なるものとしていると認められる例） 

① 経営の合理化に際して、既婚の女性労働者についてのみ、労働契約の更

新をしない（いわゆる「雇止め」をする）こと。 

② 女性労働者についてのみ、子を有していることを理由として、労働契約

の更新をしない（いわゆる「雇止め」をする）こと。 

③ 男女のいずれかについてのみ、労働契約の更新回数の上限を設けること。 

ハ 労働契約の更新に当たって、能力及び資質の有無等を判断する場合に、そ

の方法や基準について男女で異なる取扱いをすること。 

（異なる取扱いをしていると認められる例） 

労働契約の更新に当たって、男性労働者については平均的な営業成績であ

る場合には労働契約の更新の対象とするが、女性労働者については、特に営

業成績が良い場合にのみその対象とすること。 

ニ 労働契約の更新に当たって男女のいずれかを優先すること。 

（優先していると認められる例） 

労働契約の更新の基準を満たす労働者の中から、男女のいずれかを優先し

て労働契約の更新の対象とすること。 

 

14 法違反とならない場合 

(1) ２から４まで、６、８及び９に関し、次に掲げる措置を講ずることは、法第

８条に定める雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障とな

っている事情を改善することを目的とする措置（ポジティブ・アクション）と

して、法第５条及び第６条の規定に違反することとはならない。 

イ 女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少ない雇用管理区分における

募集又は採用に当たって、当該募集又は採用に係る情報の提供について女性

に有利な取扱いをすること、採用の基準を満たす者の中から男性より女性を

優先して採用することその他男性と比較して女性に有利な取扱いをすること。 

ロ 一の雇用管理区分における女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少

ない職務に新たに労働者を配置する場合に、当該配置の資格についての試験

の受験を女性労働者のみに奨励すること、当該配置の基準を満たす労働者の

中から男性労働者より女性労働者を優先して配置することその他男性労働者

と比較して女性労働者に有利な取扱いをすること。 

ハ 一の雇用管理区分における女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少

ない役職への昇進に当たって、当該昇進のための試験の受験を女性労働者の

みに奨励すること、当該昇進の基準を満たす労働者の中から男性労働者より

女性労働者を優先して昇進させることその他男性労働者と比較して女性労働

者に有利な取扱いをすること。 

ニ 一の雇用管理区分における女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少

ない職務又は役職に従事するに当たって必要とされる能力を付与する教育訓

練に当たって、その対象を女性労働者のみとすること、女性労働者に有利な

条件を付すことその他男性労働者と比較して女性労働者に有利な取扱いをす
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ること。 

ホ 一の雇用管理区分における女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少

ない職種への変更について、当該職種の変更のための試験の受験を女性労働

者のみに奨励すること、当該職種の変更の基準を満たす労働者の中から男性

労働者より女性労働者を優先して職種の変更の対象とすることその他男性労

働者と比較して女性労働者に有利な取扱いをすること。 

ヘ 一の雇用管理区分における女性労働者が男性労働者と比較して相当程度少

ない雇用形態への変更について、当該雇用形態の変更のための試験の受験を

女性労働者のみに奨励すること、当該雇用形態の変更の基準を満たす労働者

の中から男性労働者より女性労働者を優先して雇用形態の変更の対象とする

ことその他男性労働者と比較して女性労働者に有利な取扱いをすること。 

(2) 次に掲げる場合において、２から４までにおいて掲げる措置を講ずることは、

性別にかかわりなく均等な機会を与えていない、又は性別を理由とする差別的

取扱いをしているとは解されず、法第５条及び第６条の規定に違反することと

はならない。 

イ 次に掲げる職務に従事する労働者に係る場合 

① 芸術・芸能の分野における表現の真実性等の要請から男女のいずれかの

みに従事させることが必要である職務 

② 守衛、警備員等のうち防犯上の要請から男性に従事させることが必要で

ある職務 

③ ①及び②に掲げるもののほか、宗教上、風紀上、スポーツにおける競技

の性質上その他の業務の性質上男女のいずれかのみに従事させることにつ

いてこれらと同程度の必要性があると認められる職務 

ロ 労働基準法（昭和22年法律第49号）第61条第１項、第64条の２若しくは第

64条の３第２項の規定により女性を就業させることができず、又は保健師助

産師看護師法（昭和23年法律第203号）第３条の規定により男性を就業させる

ことができないことから、通常の業務を遂行するために、労働者の性別にか

かわりなく均等な機会を与え又は均等な取扱いをすることが困難であると認

められる場合 

ハ 風俗、風習等の相違により男女のいずれかが能力を発揮し難い海外での勤

務が必要な場合その他特別の事情により労働者の性別にかかわりなく均等な

機会を与え又は均等な取扱いをすることが困難であると認められる場合 

 

第３ 間接差別（法第７条関係） 

１ 雇用の分野における性別に関する間接差別 

(1) 雇用の分野における性別に関する間接差別とは、①性別以外の事由を要件と

する措置であって、②他の性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当程

度の不利益を与えるものを、③合理的な理由がないときに講ずることをいう。 

(2) (1)の①の「性別以外の事由を要件とする措置」とは、男性、女性という性別

に基づく措置ではなく、外見上は性中立的な規定、基準、慣行等（以下第３に

おいて「基準等」という。）に基づく措置をいうものである。 

(1)の②の「他の性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当程度の不利

益を与えるもの」とは、当該基準等を満たすことができる者の比率が男女で相

当程度異なるものをいう。 
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(1)の③の「合理的な理由」とは、具体的には、当該措置の対象となる業務の

性質に照らして当該措置の実施が当該業務の遂行上特に必要である場合、事業の

運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必要であること等をい

うものである。 

(3) 法第７条は、募集、採用、配置、昇進、降格、教育訓練、福利厚生、職種及

び雇用形態の変更、退職の勧奨、定年、解雇並びに労働契約の更新に関する措

置であって、(1)の①及び②に該当するものを厚生労働省令で定め、(1)の③の

合理的な理由がある場合でなければ、これを講じてはならないこととするもの

である。 

厚生労働省令で定めている措置は、具体的には、次のとおりである。 

（均等則第２条各号に掲げる措置） 

イ 労働者の募集又は採用に当たって、労働者の身長、体重又は体力を要件と

すること（均等則第２条第１号関係）。 

ロ コース別雇用管理における「総合職」の労働者の募集又は採用に当たって、

転居を伴う転勤に応じることができることを要件とすること（均等則第２条

第２号関係）。 

ハ 労働者の昇進に当たり、転勤の経験があることを要件とすること（均等則

第２条第３号関係）。 

 

２ 労働者の募集又は採用に当たって、労働者の身長、体重又は体力を要件とするこ

と（法第７条・均等則第２条第１号関係） 

(1) 均等則第２条第１号の「労働者の募集又は採用に関する措置であつて、労働者

の身長、体重又は体力に関する事由を要件とするもの」とは、募集又は採用に

当たって、身長若しくは体重が一定以上若しくは一定以下であること又は一定

以上の筋力や運動能力があることなど一定以上の体力を有すること（以下「身

長・体重・体力要件」という。）を選考基準とするすべての場合をいい、例え

ば、次に掲げるものが該当する。 

（身長・体重・体力要件を選考基準としていると認められる例） 

イ 募集又は採用に当たって、身長・体重・体力要件を満たしている者のみを

対象とすること。 

ロ 複数ある採用の基準の中に、身長・体重・体力要件が含まれていること。 

ハ 身長・体重・体力要件を満たしている者については、採用選考において平

均的な評価がなされている場合に採用するが、身長・体重・体力要件を満た

していない者については、特に優秀という評価がなされている場合にのみそ

の対象とすること。 

(2) 合理的な理由の有無については、個別具体的な事案ごとに、総合的に判断が

行われるものであるが、合理的な理由がない場合としては、例えば、次のよう

なものが考えられる。 

（合理的な理由がないと認められる例） 

イ 荷物を運搬する業務を内容とする職務について、当該業務を行うために必要

な筋力より強い筋力があることを要件とする場合 

ロ 荷物を運搬する業務を内容とする職務ではあるが、運搬等するための設備、

機械等が導入されており、通常の作業において筋力を要さない場合に、一定以

上の筋力があることを要件とする場合 
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ハ 単なる受付、出入者のチェックのみを行う等防犯を本来の目的としていな

い警備員の職務について、身長又は体重が一定以上であることを要件とする場

合 

 

３ コース別雇用管理における総合職の労働者の募集又は採用に当たって、転居を

伴う転勤に応じることができることを要件とすること（法第７条・均等則第２条

第２号関係） 

(1) 均等則第２条第２号の「当該事業主の運営の基幹となる事項に関する企画立

案、営業、研究開発等を行う労働者が属するコース」（以下「総合職」という。）

に該当するか否かの判断に当たっては、単なるコースの名称などの形式ではな

く、業務の内容等の実態に即して行う必要がある。 

(2) 均等則第２条第２号の「労働者の募集又は採用に関する措置（事業主が、そ

の雇用する労働者について、労働者の職種、資格等に基づき複数のコースを設

定し、コースごとに異なる雇用管理を行う場合において、当該複数のコースの

うち当該事業主の事業の運営の基幹となる事項に関する企画立案、営業、研究

開発等を行う労働者が属するコースについて行うものに限る。）であつて、労

働者が住居の移転を伴う配置転換に応じることができることを要件とするも

の」とは、コース別雇用管理を行う場合において、総合職の募集又は採用に当

たって、転居を伴う転勤に応じることができること（以下「転勤要件」という。）

を選考基準とするすべての場合をいい、例えば、次に掲げるものが該当する。 

（転勤要件を選考基準としていると認められる例） 

イ 総合職の募集又は採用に当たって、転居を伴う転勤に応じることができる

者のみを対象とすること。 

ロ 複数ある総合職の採用の基準の中に、転勤要件が含まれていること。 

(3) 合理的な理由の有無については、個別具体的な事案ごとに、総合的に判断が

行われるものであるが、合理的な理由がない場合としては、例えば、次のよう

なものが考えられる。 

（合理的な理由がないと認められる例） 

イ 広域にわたり展開する支店、支社等がなく、かつ、支店、支社等を広域に

わたり展開する計画等もない場合 

ロ 広域にわたり展開する支店、支社等はあるが、長期間にわたり、家庭の事

情その他の特別な事情により本人が転勤を希望した場合を除き、転居を伴う

転勤の実態がほとんどない場合 

ハ 広域にわたり展開する支店、支社等はあるが、異なる地域の支店、支社等

で管理者としての経験を積むこと、生産現場の業務を経験すること、地域の

特殊性を経験すること等が幹部としての能力の育成・確保に特に必要である

とは認められず、かつ、組織運営上、転居を伴う転勤を含む人事ローテーシ

ョンを行うことが特に必要であるとは認められない場合 

 

４ 労働者の昇進に当たり、転勤の経験があることを要件とすること（法第７条・均

等則第２条第３号関係） 

(1) 均等則第２条第３号の「労働者の昇進に関する措置であつて、労働者が勤務

する事業場と異なる事業場に配置転換された経験があることを要件とするもの」

とは、一定の役職への昇進に当たり、労働者に転勤の経験があること（以下「転
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勤経験要件」という。）を選考基準とするすべての場合をいい、例えば、次に

掲げるものが該当する。 

（転勤経験要件を選考基準としていると認められる例） 

イ 一定の役職への昇進に当たって、転勤の経験がある者のみを対象とするこ

と。 

ロ 複数ある昇進の基準の中に、転勤経験要件が含まれていること。 

ハ 転勤の経験がある者については、一定の役職への昇進の選考において平均

的な評価がなされている場合に昇進の対象とするが、転勤の経験がない者に

ついては、特に優秀という評価がなされている場合にのみその対象とするこ

と。 

ニ 転勤の経験がある者についてのみ、昇進のための試験を全部又は一部免除

すること。 

(2) 合理的な理由の有無については、個別具体的な事案ごとに、総合的に判断が

行われるものであるが、合理的な理由がない場合としては、例えば、次のよう

なものが考えられる。 

（合理的な理由がないと認められる例） 

イ 広域にわたり展開する支店、支社がある企業において、本社の課長に昇進

するに当たって、本社の課長の業務を遂行する上で、異なる地域の支店、支

社における勤務経験が特に必要であるとは認められず、かつ、転居を伴う転

勤を含む人事ローテーションを行うことが特に必要であるとは認められない

場合に、転居を伴う転勤の経験があることを要件とする場合 

ロ 特定の支店の管理職としての職務を遂行する上で、異なる支店での経験が

特に必要とは認められない場合において、当該支店の管理職に昇進するに際

し、異なる支店における勤務経験を要件とする場合 

 

第４ 婚姻・妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止(法第９条関

係) 

（略） 
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○「コース等で区分した雇用管理についての留意事項」による啓発指導について (平

成19年１月22日雇児発第0122001号) 

 

コース等で区分した雇用管理についての留意事項 

Ⅰ 趣旨 

１ コース等で区分した雇用管理とは 

雇用管理の方法として、いわゆる「コース別雇用管理」を導入している事業場

がみられます。ここで、「コース別雇用管理」とは、その雇用する労働者について、

労働者の職種、資格等に基づき複数のコースを設定し、コースごとに異なる配置・

昇進、教育訓練等の雇用管理を行うシステムをいいます。典型的には、事業の運

営の基幹となる事項に関する企画立案、営業、研究開発等を行う業務に従事する

コース(いわゆる「総合職」)、主に定型的業務に従事するコース(いわゆる「一般

職」)、総合職に準ずる業務に従事するコース(いわゆる「準総合職」)等のコース

を設定して雇用管理を行うものです。また、例えば、一般職群や専門職群等一定

の業務内容や専門性等によってコース類似の複数の雇用管理グループを形成し、

そのグループごとに賃金、配置、昇進等の処遇面で異なった取扱いをするものや、

勤務地のみに着目し、採用した事業場の周辺等に勤務地を限定するとともに、勤

務地に限定のない者とは異なる雇用管理を行うもの等いわゆる典型的なコース別

雇用管理に類似した雇用管理を行うものもあります(以下、これらをまとめて「コ

ース等で区分した雇用管理」といいます。)。 

２ コース別雇用管理をめぐる動き 

いわゆるコース別雇用管理は、昭和61年の「雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇の確保等に関する法律」(以下「均等法」といいます。なお、当時の

法律名は「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の

福祉の増進に関する法律」)の施行前後に、それまでの男女別の雇用管理制度を改

め、総合職、一般職のコースを設定し、コースごとの処遇を行う等のシステムと

して、金融機関等の大企業を中心に導入されてきたものでした。コース別雇用管

理の導入により、基幹業務を担い、将来の管理職候補となる総合職として女性が

採用され始め、また、従来補助的業務に従事していた女性についても、転換制度

等により、職域を拡大させたり、昇進する女性が現れる等企業における女性登用

の一つの契機となったと考えられます。しかしながら、一方で、本来は労働者を

意欲、能力、適性や成果等によって評価し、処遇するシステムの一形態として導

入されてきたものであり、性別による雇用管理システムではないはずのコース別

雇用管理について、その運用において男女異なる取扱いがなされたり、例えば、

総合職のほとんどを男性が占め、一般職を女性のみとするなど、事実上の男女別

の雇用管理として機能させている事例やコース区分の合理性が明確でない事例、

一般職の勤続年数が長期化する中でコース区分の合理性やコース間の処遇の格差

についての納得を得られにくくなっている事例などもみられました。近年、女性

差別禁止の考え方の浸透や、女性の採用、配置に関する積極的取組の促進等によ

り、このような企業の雇用管理は改善されつつありますが、依然として、コース

別雇用管理において、総合職は男性が多数で、一般職は女性がほとんどという実

態があるとともに、一般職から総合職への転換実績が少なく、また、総合職につ

いて女性が事実上満たしにくい全国転勤を要件としているが、その必要性が十分

に検討されていない、または実態として全国転勤がほとんど行われていない事例
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がみられ、これらへの対応が課題となっています。 

３ 均等法等の趣旨を踏まえた雇用管理の在り方 

今般の均等法の改正では、従来からの募集・採用、配置・昇進に係る取扱いに

加え、職種の変更について新たに差別的取扱いを禁止するとともに、総合職の募

集・採用に係る転勤要件について、合理的な理由がなければ間接差別にあたり違

法としたところです。 

このため、コース等で区分した雇用管理を行う場合においても、改正均等法に

則した雇用管理となるようにするほか、これまでの固定的な性別役割分担概念に

基づく職場の慣行等により女性の能力発揮が十分になされていない場合もあるこ

とに留意し、女性労働者の能力が存分に発揮できるようポジティブ・アクション

に取り組むなど、どのようなコース等の区分を選択した者についてもその能力を

存分に発揮して働き続けられる環境づくりに取り組むことが望まれます。 

このため、本留意事項では、改正後の均等法に則し、次の事項について示して

います。 

(1) 均等法に違反しないために留意すべき事項 

(2) コース等で区分した雇用管理が実質的な男女別の雇用管理とならず適正か

つ円滑に行われるようにするために留意すべき事項 

(3) 均等法等に照らし男女労働者の能力発揮のために行うことが望ましい事項 

 

Ⅱ 均等法に違反しないために留意すべき事項 

次に掲げるような取扱いは均等法に違反することになりますので、制度運営に当

たっては、男女均等な取扱いを確保することが必要です。 

○ 「総合職」は男性のみ、「準総合職」や「一般職」は女性のみといった制度を

作るなど、一方の性の労働者のみを一定のコース等に分けるといった制度運営を

行うこと。 

○ コース等の各区分における募集、採用の際に、男女別で選考基準や採用基準に

差を設けた上で行うこと(例えば、転勤があることが条件になっているコース等に

応募した者のうち、女性に対してのみ、面接等において転勤の意思を確認するこ

と等)。 

○ 「総合職」を始めとするいずれのコース等についても男女とも配置することが

あり得る制度とするなど、形式的には男女双方に開かれた制度になっているが、

例えば、「総合職」は男性のみとする慣行があるなど、実際の運用において男女異

なる取扱いを行うこと。 

○ コース等の各区分における配置、昇進、教育訓練等の雇用管理について、男女

別で運用基準に差を設けた上で行うこと(例えば、「総合職」であっても女性につ

いては営業業務から排除すること等)。 

○ コース等で区分した雇用管理を導入、変更又は廃止するに当たって既存の労働

者をコース等の各区分に分ける際に、性別を理由に一律に分けたり、一定のコー

ス等に分ける場合に女性にのみ特別な要件を課す等、男女で異なる取扱いをする

こと(例えば、女性労働者をすべて「一般職」に分けること、男性は全員「総合職」

とするが、女性は希望者のみ「総合職」とすること等)。 

○ コース等の変更に当たって、その対象から男女のいずれかを排除すること(例

えば、「総合職」から「一般職」への職種の変更について、制度上は男女双方を対

象としているが、男性労働者については職種の変更を認めない運用を行うこと等)。 
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○ 「総合職」の募集・採用に当たって、合理的な理由なく転居を伴う転勤に応じ

ることができることを要件とすること(例えば、広域にわたり展開する支店、支社

等がなく、かつ、支店、支社等を広域にわたり展開する計画等もない場合に転勤

要件を設けること等)。 

 

Ⅲ コース等で区分した雇用管理が実質的な男女別の雇用管理とならず適正かつ円

滑に行われるようにするために留意すべき事項 

ここでは、均等法上の均等取扱いを一層進め、より適正かつ円滑な制度運用をす

るために雇用管理上留意すべき事項を掲げています。 

１ コース等で区分した雇用管理による人事制度の適正化、明確化のために留意す

べき事項 

(1) 労働者の意欲、能力、適性や成果等に基づいて処遇する制度であること 

コース等で区分した雇用管理は、本来、労働者を意欲、能力、適性や成果等

によって評価し、処遇するシステムの一形態として導入されてきたものですが、

実際の運用をみると、職場における固定的な性別役割分担意識等もあって、実

質的に性別による雇用管理になってしまっている場合も多くみられます。この

ような事態にならないためには、固定的な性別役割分担意識を払拭することが

重要ですが、それと併せてあらかじめコース等で区分して雇用管理を行う必要

性や処遇の違いの合理性についても十分に検討することが肝要です。 

(2) コース等により区分する基準において女性又は男性が事実上満たしにくい

ものについてはその必要性等について十分検討すること 

総合職の募集・採用に当たっての転居を伴う転勤要件以外のものであっても、

コース等により区分する基準の中には男女のいずれかが事実上満たしにくい

ものがあります。そのような基準については、合理性がないときには、裁判に

おいて間接差別と判断される可能性もありますので、そのような基準を設けて

いる場合には、当該基準の必要性や合理性について改めて検討することが必要

です。 

(3) コース等の各区分における職務内容や処遇について、合理性、透明性を高め

ること 

コース等で区分した雇用管理は、個々人の事情や希望に応じた複数の働き方

の選択肢を設けることにより、意欲、能力に応じた人材活用を図るためのもの

であり、労働者が意欲を失うことなくその能力を十分発揮するようにするため

には、男女ともに働き方に応じた適正な評価、処遇を受けられるような環境を

整備することが重要です。このため、コース等の区分間の職務内容や職務遂行

上求められる能力を明確にするとともに、コース等に分ける区分の基準やコー

ス等の各区分間の処遇の差異については、それが職務内容等に見合った合理的

なものとなるよう十分考慮することが必要です。また、コース等の区分におけ

る職務内容や賃金、資格制度上の位置付け等を十分に説明し、労働者の納得が

得られ、また、労働者が長期的な職業設計を立てることができるように制度運

営がなされることが肝要です。採用時にはコース等に分けず、一定の勤務経験

を経た後に労働者の意欲、能力、適性等にかんがみてコース等に分けるという

ことも一つの方法として考えられます。 

また、このコース等の区分間の差異については、コース等により区分して労

働者を募集する場合や、コース等の区分間の転換の機会を与える場合等に適切
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に情報提供を行い、応募者の自主的なコース等の選択を促進することが望まれ

ます。 

２ コース等の区分の新設、変更又は廃止に当たって留意すべき事項 

業務内容は従前の業務とさして変わらないのに、コース等で区分した雇用管理

が導入、変更又は廃止されたために将来の賃金や昇格への期待が絶たれてしまう

のでは、労働者の就業意欲を低下させるばかりでなく、コース等の区分間の労働

者の摩擦の原因ともなりかねません。労働者の意欲を高め、能力を発揮させるた

めには、男女ともに労働者の能力や成果等を十分評価し、それに見合った賃金等

の処遇をすることが必要です。例えば、コースの新設、変更又は廃止に際して、

それに伴い処遇を変更する場合においては、その変更内容や必要性を十分に検討

するとともに、労働組合及び対象となる労働者本人に対しても十分に説明した上

で慎重に行う、あるいは転換制度を活用する等の経過的な措置を設けることによ

り柔軟な運用を図るといったことが考えられます。 

また、あるコースにつき、そのほとんどが男女労働者のいずれかで構成されて

いるような場合に、経営合理化等に伴い当該コースを廃止等する際には、結果的

に男女労働者のいずれかのみに解雇等不利益な効果が生ずることがないよう、教

育訓練の実施等により他のコース等への転換が円滑に図られるようにするなど十

分な配慮を行うことが必要です。 

３ 募集、採用時に転居転勤要件を設けるに当たって留意すべき事項 

職務遂行やキャリア形成上必要であることから転居を伴う転勤を募集・採用の

要件とする場合には、個々人が将来の職業生活と私的生活の設計を踏まえた自主

的な選択が可能となるよう、募集・採用に当たって、当該転勤の期間、場所、頻

度、実績等の情報提供を行うことが望まれます。 

 

Ⅳ 均等法等に照らし男女労働者の能力発揮のために行うことが望ましい事項 

ここでは、どのようなコース等の区分を選択した者についてもその能力を存分に

発揮して働き続けられる環境づくりが重要であることから、均等法に照らし女性の

能力発揮の確保等ポジティブ・アクションの観点から行うことが望ましい事項と、

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」の趣

旨等に照らして行うことが望ましい事項を掲げています。 

１ コース等で区分した雇用管理による人事制度の適正化、明確化のために行うこ

とが望ましい事項 

従来、ある程度勤続年数が短いことを前提として職務内容等が設定されていた

一般職の勤続年数が長期化する中で、その積極的活用が大きな課題となる一方、

コース等による区分の合理性や、コース等の区分間の処遇の格差についての納得

を得にくくなっている事例もみられます。例えば、一般職についても相応の経験

や能力等を要する業務に従事させる場合には、適切に職業訓練等を行うことでそ

の能力の向上、発揮を図り、もって円滑に業務が遂行されるように努めるととも

に、例えば労働者の意欲、能力、適性等に応じ総合職への転換を積極的に進める

こと等により、その経験、能力を十分に評価した処遇が行われるよう配慮するな

ど、労働者の就業意欲を失わせず、適正な処遇を維持することが望まれます。 

２ 労働者をコース等に分ける際に行うことが望ましい事項 

コース等で区分した雇用管理を導入、変更又は廃止する際に既存の労働者をコ

ース等の区分に分けるに当たっては、従来の職種のみにとらわれることなく、そ
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の時点での労働者の能力を再度評価し、その意思を確認した上で行うことが望ま

れます。例えば、従来は転勤しないこととされていた労働者であっても、新しい

コース等の区分設定によってその処遇の見通し等に変化が生じることにより、転

勤のある区分を希望する者もいるはずであり、そうした場合に対応するため、労

働者本人の意思を確認した上でコース等に分けることが望まれます。 

３ コース等の区分間の転換を認める制度を柔軟に設定すること 

我が国においては新規学卒採用が中心となっていますが、学校を卒業してすぐ

の時点では、自分の人生の将来展望もまだはっきりしていないことが多く、実際

の仕事についての予備知識も十分とはいえないことから、この段階で一生のキャ

リアコースを固定的に決めることには無理がある場合も考えられます。実際に働

いている中で意欲、能力が培われている場合も多くみられるでしょうし、また、

就職から退職までのキャリアの間には、出産や育児、介護等働き方に大きな影響

を与える局面に接することもあるでしょう。そのような局面により柔軟に対応で

きるようにするためにも転換制度を設けるなど、適当な時点で労働者が自らの所

属するコース等の区分の見直しをすることができるような制度を整備することは、

男女労働者がともにライフステージに応じた選択をすることが可能になるような

雇用管理制度を構築するための一つの選択肢といえます。 

また、転換制度を設ける場合においても、労働者のニーズを把握した上でどの

ような転換制度が望ましいのか検討を行うことが肝要です。それに応じて、例え

ば、 

(1) 転換が区分間相互に可能であること 

(2) 転換のチャンスが広いこと 

(3) 転換の可否の決定、転換時の格付けが適正な基準で行われること 

(4) 転換者に対しては、これまでのキャリアルートの違いに考慮した訓練を必要

に応じ受けさせること 

(5) 女性の活躍推進の観点から転換を目指す労働者の努力を支援すること 

等に配慮した制度設計を行うことが望まれます。 

４ 女性の活躍を積極的に推進するための取組を行うこと 

固定的な男女の役割分担意識に根ざすこれまでの企業における制度や慣行が原

因となって、雇用の場において男女労働者の間に事実上の格差が生じている場合

において、その格差を解消することを目的として女性優遇の措置をとることは、

均等法上許容されるものです。例えば、ある事業場においてコース別雇用管理が

行われている場合において、総合職の女性が相当程度少ない状況である場合に、

総合職の採用に当たって女性を積極的に選考することやコース転換制度を積極的

に用いて一般職女性の活躍推進を図ることも一つの方法として考えられます。 

また、過去の経緯から職場で排除されてきた女性に対する採用担当者の固定観

念が、企業が求める人材の適正な選考の阻害要因となることを考慮し、例えば人

事部門が研修等を通じて、採用担当者に性別にとらわれず意欲、能力や適性等に

応じた採用を行うという方針の徹底を図る等の対策を講ずることも女性の活躍を

積極的に推進するためには効果的です。また、応募してくる女性に対し、採用面

接の際に女性の活躍を推進する意思表示を積極的に行うことも効果的であると考

えられます。例えば、総合職で活躍している女性をモデルケースとして紹介する

ことは、意欲のある女性に対する積極的な呼び掛けとなるでしょう。 

労働者を個々人の意欲、能力、適性等に応じて処遇していく上では、人事部門
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のみならず、直属の上司等現場の管理者の意識が重要になってきます。女性が初

めて配置される場合や、従来行ったことが少ない業務に就く場合などには、必要

に応じてバックアップする体制を整えるなど女性の能力が発揮されやすい環境づ

くりが望まれます。 

５ 男女労働者の能力発揮に向けての環境の整備を図ること 

就業しつつ子の養育又は家族の介護を行う者がそのキャリアを中断することな

く就業を継続することができるようにしていくことが重要です。そのためには、

例えば、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律」に基づき休業を希望する労働者に対しては、休業を取得しやすく職場に復帰

しやすい環境をつくるための制度を整備し、また、育児や介護をしながら働くこ

とを希望する労働者に対しては、短時間勤務やフレックスタイム制などの導入に

より柔軟な労働時間制度等を整備するなど、実際にどのようなコース等の区分を

選択した者にとっても家庭生活との両立を図りながら働くことのできる職場づく

りを目指して環境整備をしたり、職業生活と家庭生活の両立支援制度を充実させ

ていくことも重要です。さらに、出産・育児による休業等を取得しても、中長期

的には昇進・昇格等処遇上の差を取り戻すことが可能となるような人事管理制度

や能力評価制度等の導入を積極的に推進することも望まれます。これは、女性の

ためだけではなく、労働者の充実した職業生活を実現する上で、男女双方に対し

て役立つものであり、労働者全体のモラールの向上や企業にとって必要な人材の

確保を図るためにも効果が期待できるものです。 

 


